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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　空調対象空間の空気を調和する複数の空気調和機と、
　複数の前記空気調和機において設定温度に達する時間が短い順に順位付けされた装置順
位と、前記装置順位が２位以降の空気調和機がそれぞれ処理する負荷の処理割合とを記憶
する記憶部と、
　複数の前記空気調和機の動作を制御する制御部と、を備え、
　前記制御部は、
　前記空調対象空間に発生するものであって時間帯で変化する負荷のうち、最低限発生す
る下限負荷を抽出する抽出手段と、
　前記抽出手段によって抽出された前記下限負荷を処理する割合を、前記記憶部に記憶さ
れた処理割合で分配する分配手段と、
　前記分配手段によって分配された処理割合で前記下限負荷を処理するように、前記装置
順位が２位以降の空気調和機を制御し、前記下限負荷のうち残りの負荷及び前記下限負荷
以上に発生する変動負荷を処理するように、前記装置順位が１位の空気調和機を制御する
空調制御手段と、を有する
　空気調和システム。
【請求項２】
　前記記憶部に記憶された装置順位は、
　各空気調和機の特性を示すカタログを参照して順位付けされたものである
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　請求項１に記載の空気調和システム。
【請求項３】
　前記記憶部に記憶された装置順位は、
　各空気調和機の運転状況を示す運用データを参照して順位付けされたものである
　請求項１又は２に記載の空気調和システム。
【請求項４】
　前記装置順位が２位以降の空気調和機がそれぞれ処理する負荷の処理割合を入力する入
力部を更に備え、
　前記制御部は、
　前記入力部によって入力された処理割合を記憶部に記憶する機能を有する
　請求項１～３のいずれか１項に記載の空気調和システム。
【請求項５】
　前記制御部は、
　前記入力部によって入力された処理割合が割合下限閾値を下回る場合、前記入力部への
再入力を要求する機能を有する
　請求項４記載の空気調和システム。
【請求項６】
　前記抽出手段は、
　前記空調対象空間に発生する負荷において、前記負荷に生じる誤差の下限を算出して前
記下限負荷を演算する誤差演算手段を有する
　請求項１～５のいずれか１項に記載の空気調和システム。
【請求項７】
　前記抽出手段は、
　各空気調和機の運転状況を示す運用データと、制御期間に発生し得る空調状況とに基づ
いて、前記空調対象空間に発生する負荷を予測する負荷予測手段を更に有する
　請求項１～６のいずれか１項に記載の空気調和システム。
【請求項８】
　前記抽出手段は、
　各空気調和機の現在の運転状況に基づいて、前記空調対象空間に発生する負荷を推定す
る負荷推定手段を更に有する
　請求項１～６のいずれか１項に記載の空気調和システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、複数の空気調和機の動作を制御する空気調和システムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、複数の空気調和機を備える空気調和システムにおいて、各空気調和機は、自己の
制御目標値を達成するように個別に運転するものであり、通常、空気調和機間における連
携は行われない。ここで、複数の空気調和機とは、例えば、直膨式空気調和装置と、温冷
水を利用した床冷暖房装置等が挙げられる。このように、空気調和システムが有する直膨
式空気調和装置と床冷暖房装置とは、各空気調和機によって計測された室温が、利用者に
よって設定された目標温度に近づくように運転する。このため、空調対象空間で必要とさ
れる全体負荷のうち、各空気調和機が負担する割合は、不確定である。ここで、同じ環境
で同じ室温を得ようとする場合、各空気調和機が負担する負荷の割合によって、空気調和
システムの全体の消費電力は変動する。特許文献１には、省エネルギを実現するように、
複数の空気調和機の運転計画を作成し、作成された運転計画に従って複数の空気調和機が
運転する空気調和システムが開示されている。特許文献１は、数理計画法に基づいて、目
的関数を最小化又は最大化するような運転計画が作成される。
【先行技術文献】
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【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００４－２３９５１９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、特許文献１に開示された空気調和システムは、複数の空気調和機の運転
が目的関数の定め方に依存するため、空調対象空間の利用者の意向が反映されない。
【０００５】
　本発明は、上記のような課題を解決するためになされたもので、空調対象空間の利用者
の意向が反映される空気調和システムを提供するものである。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明に係る空気調和システムは、空調対象空間の空気を調和する複数の空気調和機と
、複数の空気調和機において設定温度に達する時間が短い順に順位付けされた装置順位と
、装置順位が２位以降の空気調和機がそれぞれ処理する負荷の処理割合とを記憶する記憶
部と、複数の空気調和機の動作を制御する制御部と、を備え、制御部は、空調対象空間に
発生するものであって時間帯で変化する負荷のうち、最低限発生する下限負荷を抽出する
抽出手段と、抽出手段によって抽出された下限負荷を処理する割合を、記憶部に記憶され
た処理割合で分配する分配手段と、分配手段によって分配された処理割合で下限負荷を処
理するように、装置順位が２位以降の空気調和機を制御し、下限負荷のうち残りの負荷及
び下限負荷以上に発生する変動負荷を処理するように、装置順位が１位の空気調和機を制
御する空調制御手段と、を有する。
【発明の効果】
【０００７】
　本発明によれば、抽出手段によって抽出された下限負荷を処理する割合が、記憶部に記
憶された処理割合で分配される。ここで、空調対象空間の利用者は、所望の処理割合を、
予め記憶部に記憶することができる。従って、空調対象空間の利用者の意向が反映された
空気調和システムが実現される。
【図面の簡単な説明】
【０００８】
【図１】本発明の実施の形態１に係る空気調和システム１を示す模式図である。
【図２】本発明の実施の形態１における第１の空気調和機３を示す回路図である。
【図３】本発明の実施の形態１における第２の空気調和機４を示す回路図である。
【図４】本発明の実施の形態１に係る空気調和システム１を示す斜視図である。
【図５】本発明の実施の形態１における制御部６を示すブロック図である。
【図６】本発明の実施の形態１における空気調和機２の制御性を示すグラフである。
【図７】本発明の実施の形態１における負荷を示すグラフである。
【図８】本発明の実施の形態１における制御部６を示す模式図である。
【図９】本発明の実施の形態１における予測された負荷７０を示すグラフである。
【図１０】本発明の実施の形態１における下限負荷５３を示すグラフである。
【図１１】本発明の実施の形態１における処理割合５５の第１分配例を示すグラフである
。
【図１２】本発明の実施の形態１における処理割合５５の第１分配例を示すグラフである
。
【図１３】本発明の実施の形態１における処理割合５５の第２分配例を示すグラフである
。
【図１４】本発明の実施の形態１における処理割合５５の第２分配例を示すグラフである
。
【図１５】本発明の実施の形態１における処理割合５５の第３分配例を示すグラフである
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。
【図１６】本発明の実施の形態１に係る空気調和システム１の動作を示すフローチャート
である。
【図１７】本発明の実施の形態１に係る空気調和システム１の動作を示すフローチャート
である。
【図１８】本発明の実施の形態１に係る空気調和システム１の動作を示すフローチャート
である。
【図１９】本発明の実施の形態２における制御部１０６を示すブロック図である。
【図２０】本発明の実施の形態３における制御部２０６を示すブロック図である。
【図２１】本発明の実施の形態４における制御部３０６を示すブロック図である。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
実施の形態１．
　以下、本発明に係る空気調和システムの実施の形態について、図面を参照しながら説明
する。図１は、本発明の実施の形態１に係る空気調和システム１を示す模式図である。図
１に基づいて、空気調和システム１について説明する。図１に示すように、空気調和シス
テム１は、複数の空気調和機２と、記憶部５と、制御部６とを備えている。複数の空気調
和機２は、例えば直膨式空気調和装置である第１の空気調和機３と、床冷暖房装置である
第２の空気調和機４とから構成されている。第１の空気調和機３と第２の空気調和機４と
制御部６とは、空気調和機専用の伝送線７によって接続されている。制御部６は、インタ
ーネット８に接続されており、伝送線７を介して第１の空気調和機３及び第２の空気調和
機４の動作を制御する。
【００１０】
　（第１の空気調和機３）
　図２は、本発明の実施の形態１における第１の空気調和機３を示す回路図である。図２
に示すように、第１の空気調和機３は、第１の室外機３ａと室内機３ｂとを備えている。
第１の室外機３ａは、空調対象空間１０ａの外部に設置されるものであり、第１の圧縮機
３１、第１の流路切替部３２及び第１の室外熱交換器３３を有している。室内機３ｂは、
空調対象空間１０ａの内部の天井１２に設置されるものであり、第１の膨張部３４及び室
内熱交換器３５を有している。また、室内機３ｂには、空調対象空間１０ａの室内空気を
吸い込む吸込口（図示せず）が下面に設けられ、空調対象空間１０ａに空気を吹き出す吹
出口（図示せず）が吸込口の周囲に設けられている。ここで、第１の圧縮機３１、第１の
流路切替部３２、第１の室外熱交換器３３、第１の膨張部３４及び室内熱交換器３５が第
１の冷媒配管３０ａにより接続されて、冷媒が流れる第１の冷媒回路３０が構成されてい
る。
【００１１】
　第１の圧縮機３１は、冷媒を圧縮するものである。第１の流路切替部３２は、第１の冷
媒回路３０において冷媒の流れる方向を切り替えるものである。第１の流路切替部３２は
、第１の圧縮機３１から吐出された冷媒が第１の室外熱交換器３３に流れるか室内熱交換
器３５に流れるかを切り替えるものであり、これにより、冷房運転又は暖房運転のいずれ
もが行われる。第１の室外熱交換器３３は、例えば室外空気と冷媒とを熱交換するもので
ある。第１の膨張部３４は、冷媒を膨張及び減圧するものであり、例えば開度が調整され
る電磁膨張弁である。室内熱交換器３５は、空調対象空間１０ａの内部の室内空気と冷媒
とを熱交換するものである。
【００１２】
　（第２の空気調和機４）
　図３は、本発明の実施の形態１における第２の空気調和機４を示す回路図である。図３
に示すように、第２の空気調和機４は、第２の室外機４ａとポンプ４７と床下熱交換器４
８とを備えている。第２の室外機４ａは、空調対象空間１０ａの外部に設置されるもので
あり、第２の圧縮機４１、第２の流路切替部４２、第２の室外熱交換器４３、第２の膨張
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部４４及び水冷媒間熱交換器４５を有している。ポンプ４７及び床下熱交換器４８は、空
調対象空間１０ａの内部の床１４の下に設置されるものである。ここで、第２の圧縮機４
１、第２の流路切替部４２、第２の室外熱交換器４３、第２の膨張部４４及び水冷媒間熱
交換器４５が第２の冷媒配管４０ａにより接続されて、冷媒が流れる第２の冷媒回路４０
が構成されている。また、ポンプ４７、水冷媒間熱交換器４５及び床下熱交換器４８が水
配管４６ａにより接続されて、水が流れる水回路４６が構成されている。なお、水回路４
６に流れる熱媒体は、水に限らずブライン等でもよい。
【００１３】
　第２の圧縮機４１は、冷媒を圧縮するものである。第２の流路切替部４２は、第２の冷
媒回路４０において冷媒の流れる方向を切り替えるものである。第２の流路切替部４２は
、第２の圧縮機４１から吐出された冷媒が第２の室外熱交換器４３に流れるか水冷媒間熱
交換器４５に流れるかを切り替えるものであり、これにより、冷房運転又は暖房運転のい
ずれもが行われる。第２の室外熱交換器４３は、例えば室外空気と冷媒とを熱交換するも
のである。第２の膨張部４４は、冷媒を膨張及び減圧するものであり、例えば開度が調整
される電磁膨張弁である。水冷媒間熱交換器４５は、水配管４６ａに流れる水と冷媒とを
熱交換するものである。ポンプ４７は、水配管４６ａに流れる水を循環させるものである
。床下熱交換器４８は、空調対象空間１０ａの内部の室内空気と水とを熱交換するもので
ある。
【００１４】
　図４は、本発明の実施の形態１に係る空気調和システム１を示す斜視図である。図４に
示すように、第１の室外機３ａ及び第２の室外機４ａは、空調対象空間１０ａを有する建
物１０の屋上１１に設置されている。なお、本実施の形態１では、第１の室外機３ａが２
台設置されている場合について例示しているが、第１の室外機３ａの数は、１台でもよい
し３台以上でもよい。室内機３ｂは、空調対象空間１０ａの内部の天井１２に設置されて
いる。なお、本実施の形態１では、室内機３ｂが３台設置されている場合について例示し
ているが、第１の室外機３ａの数は、１台又は２台でもよいし４台以上でもよい。天井１
２には、更に、空調対象空間１０ａを照らす照明１５が設置されている。なお、室内機３
ｂは、天井１２に埋め込まれてもよいし、天井１２から吊り下げられてもよい。また、室
内機３ｂは、空調対象空間１０ａの壁１３の天井１２付近に設置されてもよい。この場合
、吸込口は、室内機３ｂの上面に設けられ、吹出口は、室内機３ｂの下面に設けられる。
更に、室内機３ｂは、天井裏空間に設置されてもよい。この場合、天井１２自体に天井吸
込口及び天井吹出口が設けられ、天井吸込口及び天井吹出口を通って、天井裏空間の空気
と空調対象空間１０ａの空気とが往来する。なお、天井吸込口は、照明１５の付近に設け
られる。これにより、空調対象空間１０ａの空気が天井吸込口を通って天井裏空間に吸い
込まれる際、照明１５が発する熱と共に吸い込まれる。このため、照明１５が発する熱が
、空調対象空間１０ａに逃げることを抑制することができる。
【００１５】
　また、床下熱交換器４８は、空調対象空間１０ａの床１４の下に設置されている。空調
対象空間１０ａの壁１３には、空調対象空間１０ａの利用者が開閉自在の窓１６が設置さ
れている。また、空調対象空間１０ａの壁１３には、制御部６が取り付けられている。本
実施の形態１において、空調対象空間１０ａはオフィス空間であり、空調対象空間１０ａ
には、事務用の机、椅子、棚、ホワイトボード等の什器、パーソナルコンピュータ、プリ
ンタ等のＯＡ機器、空調対象空間１０ａを仕切るための間仕切り、壁等が適宜設置されて
いる。
【００１６】
　（記憶部５）
　図５は、本発明の実施の形態１における制御部６を示すブロック図である。次に、記憶
部５及び制御部６について説明する。図５に示すように、記憶部５は、運用データ５１と
、カタログ５２と、下限負荷５３と、装置順位５４と、処理割合５５とを記憶するもので
ある。
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【００１７】
　（運用データ５１）
　運用データ５１は、第１の空気調和機３及び第２の空気調和機４から制御部６によって
収集された運転状況である。運用データ５１は、例えば第１の空気調和機３及び第２の空
気調和機４が空調対象空間１０ａに供給した熱量を直接又は間接に取得することができる
情報、空調対象空間１０ａの空気温度及び空気湿度といった空気質に関する情報を有する
。第１の空気調和機３が供給する熱量は、例えば第１の室外機３ａに設けられた第１の圧
縮機３１の冷媒の吸入側圧力及び吐出側圧力、第１の圧縮機３１の回転速度のデータが時
系列で取得され、予め記憶された第１の圧縮機３１の特性式を用いて推定される。
【００１８】
　また、第２の空気調和機４が供給する熱量は、例えば第２の室外機４ａに設けられた第
２の圧縮機４１の冷媒の吸入側圧力及び吐出側圧力、第２の圧縮機４１の回転速度のデー
タが時系列で取得され、予め記憶された第２の圧縮機４１の特性式を用いて推定される。
また、第１の熱交換器の室内機３ｂが空調対象空間１０ａに供給する熱量は、例えば室内
機３ｂに設けられたファン（図示せず）の回転速度及び室内機３ｂに流入する冷媒の温度
に基づいて、予め記憶された室内熱交換器３５の特性式を用いて推定される。また、運用
データ５１は、第１の空気調和機３及び第２の空気調和機４が運転しているときの外気温
度及び日射量といった気象に関する情報、空調対象空間１０ａの内部に在室する人の数、
パーソナルコンピュータ等の計算機器の稼働状況、照明１５の稼働状況といった空調対象
空間１０ａの運転状況に関する情報を有してもよい。
【００１９】
　（カタログ５２）
　図６は、本発明の実施の形態１における空気調和機２の制御性を示すグラフである。次
に、カタログ５２について説明する。カタログ５２は、各空気調和機２の特性を示すもの
であり、特に、各空気調和機２の制御性が定量的に記述されている。図６の上図は、時刻
と負荷との関係を示すグラフであり、図６の下図は、時刻と空調対象空間１０ａの空気の
温度との関係を示すグラフであり、設定温度に保たれていた空気の温度が負荷の変動によ
って変化することを示すものである。単一の空気調和機２で空気が調和される場合、負荷
の変動に追従して、空気の温度を設定温度にまで回復させる時間が、空気調和機２毎に異
なる。
【００２０】
　図６の上図に示すように、制御性は、空調対象空間１０ａの負荷がステップ状に変化し
たときに空気調和機２の設定温度に達する追従性が指標とされる。図６の下図に示すよう
に、制御性が良い空気調和機２（実線）は、制御性が悪い空気調和機２（破線）に比べて
、負荷が変化した後に設定温度に達する時間が短い。カタログ５２は、空気の温度、湿度
及び負荷等を適宜変更可能の環境試験室において、各空気調和機２の制御性について行わ
れた試験によって予め作成される。
【００２１】
　（下限負荷５３）
　図７は、本発明の実施の形態１における負荷を示すグラフである。図７に示すように、
下限負荷５３は、空調対象空間１０ａに発生するものであって時間帯で変化する負荷のう
ち、最低限発生する負荷である。なお、下限負荷５３に、下限負荷５３以上に発生する変
動負荷７２を加算したものが、空調対象空間１０ａに発生する全体負荷７１である。
【００２２】
　（装置順位５４）
　装置順位５４は、複数の空気調和機２において制御性が良い順に順位付けされたランキ
ングである。装置順位５４は、カタログ５２を参照して、例えば設定温度に達する時間が
短い順に順位付けされたものである。なお、空気調和機２が処理する負荷は、設定温度が
変化すると変わるため、装置順位５４は、設定温度の変化に対し、空気の温度が設定温度
に達するまでの時間が短い順に順位付けされてもよい。本実施の形態１では、第１の空気
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調和機３が１位であり、第２の空気調和機４が２位である。
【００２３】
　（処理割合５５）
　処理割合５５は、装置順位５４が２位以降の空気調和機２がそれぞれ処理する負荷の割
合である。具体的には、処理割合５５は、下限負荷５３を、装置順位５４が２位以降の空
気調和機２が処理する割合である。ここで、装置順位５４が２位以降の空気調和機２が処
理する割合が決まれば、その合計の割合を減算した割合が、装置順位５４が１位の空気調
和機２が処理する割合として決まる。なお、処理割合５５は、装置順位５４が１位の空気
調和機２が処理する割合を含んでもよい。この場合、各空気調和機２の処理割合５５の合
計は１００％である。なお、装置順位５４が１位の空気調和機２の処理割合５５は、１０
０％未満である。これは、装置順位５４が１位の空気調和機２の処理割合５５が１００％
であると、装置順位５４が２位以降の空気調和機２の処理割合５５が０％となり、負荷の
全てが、装置順位５４が１位の空気調和機２によって処理されることになることによる。
【００２４】
　なお、記憶部５は、制御部６に内蔵されてもよい。また、記憶部５は、制御部６と通信
可能のパーソナルコンピュータ又はサーバ等に内蔵されてもよい。更に、本実施の形態１
では、記憶部５は、共通の単一の記憶装置として例示されているが、複数の記憶装置とし
てもよい。この場合、運用データ５１、カタログ５２、下限負荷５３、装置順位５４及び
処理割合５５は、個別の記憶装置に記憶されてもよい。
【００２５】
　（制御部６）
　制御部６は、前述の如く、インターネット８に接続されており、必要に応じて外部のサ
ーバと情報を送受信する。図５に示すように、制御部６は、判断手段６１と、入力部６２
と、抽出手段６３と、分配手段６４と、空調制御手段６５とを有している。
【００２６】
　（判断手段６１）
　判断手段６１は、カタログ５２を参照して、該当する空気調和機２の制御性の良さを判
断し、装置順位５４を作成するものである。なお、判断手段６１は、制御部６と通信可能
のパーソナルコンピュータ又はサーバ等に内蔵されてもよい。
【００２７】
　（入力部６２）
　図８は、本発明の実施の形態１における制御部６を示す模式図である。入力部６２は、
装置順位５４が２位以降の空気調和機２がそれぞれ処理する負荷の処理割合５５を入力す
るものである。図８に示すように、入力部６２は、制御部６に設けられており、例えばタ
ッチパネルである。利用者は、入力部６２を用いて、画面の指示に従って、各空気調和機
２の名称５４ａ等を指定する。例えば、入力部６２の画面上に、「処理割合を入力してく
ださい」等の文章が表示される。そして、各空気調和機２の名称５４ａ及び処理割合５５
が入力されると、制御部６は、入力部６２によって入力された処理割合５５を記憶部５に
記憶する。なお、入力部６２は、制御部６とは別に設けられてもよい。入力部６２は、例
えば、サーバ等に内蔵されてもよい。この場合、利用者は、サーバに内蔵された入力部６
２を用いて、インターネット８を介して、制御部６に各空気調和機２の名称等を指定する
。
【００２８】
　（抽出手段６３）
　抽出手段６３は、下限負荷５３を抽出するものであり、負荷予測手段６３ａと誤差演算
手段６３ｂとを有している。
【００２９】
　（負荷予測手段６３ａ）
　図９は、本発明の実施の形態１における予測された負荷７０を示すグラフである。負荷
予測手段６３ａは、運用データ５１と、制御期間に発生し得る空調状況とに基づいて、空
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調対象空間１０ａに発生する負荷を予測するものである。負荷予測手段６３ａは、例えば
運用データ５１と、制御期間における気象予報情報とをマッチングすることによって、負
荷を予測する。この場合、負荷予測手段６３ａは、運用データ５１から、気象情報等を参
照する。図９において、横軸を時刻、縦軸を負荷とすると、図９に示すように、対象の時
間帯７０ａにおいて、負荷予測手段６３ａによって予測された負荷７０がプロットされる
。なお、負荷予測手段６３ａは、外気温度及び日射量といった気象の変動パターン、空調
対象空間１０ａの内部に在室する人の数の変動パターン等の熱負荷需要傾向変化に影響を
与える情報に基づいて、壁１３からの取得熱量、窓１６のガラス面からの取得熱量、人の
発熱量、電気機器の発熱量等の項目毎に、負荷を予測してもよい。この場合、建物１０の
空調熱負荷モデルが作成され、空調熱負荷モデルを用いて熱負荷が算出される。
【００３０】
　（誤差演算手段６３ｂ）
　図１０は、本発明の実施の形態１における下限負荷５３を示すグラフである。誤差演算
手段６３ｂは、空調対象空間１０ａに発生する負荷において、負荷に生じる誤差の下限を
算出して下限負荷５３を演算するものである。ここで、空調対象空間１０ａに発生する負
荷は、負荷予測手段６３ａによって予測されたものである。誤差演算手段６３ｂは、例え
ば誤差解析の手法を用いて誤差を演算する。
【００３１】
　制御期間に発生し得る負荷の予測値をＱｐｒｅｄｉｃｔとし、実際の運用データ５１か
ら算出された制御期間の負荷をＱｒｅａｌとすると、偏差ΔＱ＝Ｑｐｒｅｄｉｃｔ－Ｑｒ
ｅａｌである。ここで、偏差ΔＱが様々な場合において算出されると、偏差ΔＱの母集団
の平均値と、母集団の分散即ち不偏分散が算出される。そして、偏差ΔＱの標本数に応じ
て決まるＳｔｕｄｅｎｔのｔ分布が不偏分散に乗算されることによって、偏差ΔＱの誤差
が見積もられる。このように、誤差演算手段６３ｂは、予測された負荷からのばらつきを
演算し、上限負荷及び下限負荷５３を見積もる。図１０において、横軸を時刻、縦軸を負
荷とすると、図１０に示すように、誤差演算手段６３ｂによって演算された誤差値を示す
エラーバー５３ａが、予測された負荷７０を起点としてプロットされる。ここで、エラー
バー５３ａの下端が、下限負荷５３である。このように、誤差演算手段６３ｂは、運用デ
ータ５１に基づいて予測された熱負荷から、誤差を統計的に求める。
【００３２】
　ここで、偏差ΔＱの平均値を１０、不偏分散を０．５、偏差ΔＱの標本数を１０とする
。９９％の信頼度を得るｔの値は、３．２５０である。このため、偏差ΔＱは、９９％の
信頼度で１０±１．６２５の範囲に入る。なお、偏差ΔＱは、１％の確率で、１０±１．
６２５の範囲から外れる。所定の時刻に発生し得る予測された負荷を１００とすると、実
際の負荷は、１１１．６２５から１０８．３７５の範囲に入ると予測される。即ち、上限
負荷が１１１．６２５であり、下限負荷５３が１０８．３７５である。
【００３３】
　このように、抽出手段６３は、制御期間に発生し得る負荷のうち、発生する確率が高い
負荷の値として、下限負荷５３を出力する。下限負荷５３が出力されることにより、図７
に示すように、下限負荷５３と、下限負荷５３以上に発生する時刻によって変動する変動
負荷７２とが分離される。なお、下限負荷５３は、制御しようとする時間帯のサンプリン
グによって変化する。空気調和システム１が処理する負荷は、外気温及び日射量といった
気象条件に依存する。このため、一日のうちの時間帯によって、空気調和システム１が処
理する負荷が変化する。例えば冷房運転が行われる場合、時間帯以外の条件が同じとき、
比較的外気温が高く日射量が少ない午前中の時間帯では、処理負荷が小さくなる。
【００３４】
　一方、比較的外気温が高く日射量が多い昼間の時間帯では、処理負荷が大きくなる。こ
のため、制御しようとする時間帯を２４時間といった長時間で区切ると、下限負荷５３は
午前中の比較的小さな処理負荷を基準として算出される。従って、下限負荷５３は、２４
時間を通して小さくなる。これに対し、制御しようとする時間を１０分といった短時間で
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区切ると、下限負荷５３は各時間帯の処理負荷を基準として算出される。従って、処理負
荷が大きい時間帯は下限負荷５３が大きく、処理負荷が小さい時間帯は下限負荷５３が小
さくなる。なお、抽出手段６３は、制御部６と通信可能のパーソナルコンピュータ又はサ
ーバ等に内蔵されてもよい。また、予測される負荷、下限負荷５３、誤差等が演算される
ことによって高精度の制御が可能であるが、１日の負荷の変動パターンがほぼ決まってい
る場合、予め決められた負荷の変動パターンが記憶部５に記憶されてもよい。
【００３５】
　（分配手段６４）
　分配手段６４は、抽出手段６３によって抽出された下限負荷５３を処理する割合を、記
憶部５に記憶された処理割合５５で分配するものである。具体的には、分配手段６４は、
処理割合５５、装置順位５４及び下限負荷５３に基づいて、各空気調和機２が処理する負
荷を分配する。なお、分配手段６４は、処理割合５５、装置順位５４及び下限負荷５３等
に基づいて、各空気調和機２に割り振る負荷を演算する演算装置を有する。直膨式空気調
和装置である第１の空気調和機３と、床冷暖房装置である第２の空気調和機４とにおいて
、装置順位５４は、前述の如く、第１の空気調和機３が１位であり、第２の空気調和機４
が２位である。ここで、第２の空気調和機４の処理割合５５が７０％であるとすると、第
１の空気調和機３の処理割合５５は３０％である。下限負荷５３が１００ｋＷである場合
、分配手段６４は、第２の空気調和機４に７０ｋＷを割り振る。
【００３６】
　（第１分配例）
　図１１及び図１２は、本発明の実施の形態１における処理割合５５の第１分配例を示す
グラフである。第１分配例は、装置順位５４が２位の第２の空気調和機４の処理割合５５
が１００％である場合について例示する。図１１に示すように、第２の空気調和機４の処
理割合５５が１００％であるため、分配手段６４は、下限負荷５３の全てに第２の空気調
和機４を割り振る。そして、図１２に示すように、分配手段６４は、変動負荷７２に第１
の空気調和機３を割り振る。ここで、実制御時は、下限負荷５３に相当する熱量が第２の
空気調和機４によって処理され続ける。処理される熱量は、制御しようとする対象の時間
帯における下限負荷５３であるため、第２の空気調和機４が過大に負荷を処理することは
ない。そして、第２の空気調和機４が処理しない変動負荷７２は、第２の空気調和機４よ
りも制御性が良い第１の空気調和機３によって処理される。これにより、全体負荷７１が
過不足なく処理され、空調対象空間１０ａの空気の温度が設定温度に保たれる。
【００３７】
　（第２分配例）
　図１３及び図１４は、本発明の実施の形態１における処理割合５５の第２分配例を示す
グラフである。第２分配例は、装置順位５４が２位の第２の空気調和機４の処理割合５５
が２０％である場合について例示する。図１３に示すように、第２の空気調和機４の処理
割合５５が２０％であるため、分配手段６４は、下限負荷５３の２０％に第２の空気調和
機４を割り振る。第２の空気調和機４の処理割合５５が２０％であるため、第１の空気調
和機３の処理割合５５は８０％である。図１４に示すように、分配手段６４は、下限負荷
５３の８０％と変動負荷７２とに第１の空気調和機３を割り振る。これにより、全体負荷
７１が過不足なく処理され、空調対象空間１０ａの空気の温度が設定温度に保たれる。
【００３８】
　（第３分配例）
　図１５は、本発明の実施の形態１における処理割合５５の第３分配例を示すグラフであ
る。第３分配例は、装置順位５４が３位の第３の空気調和機９が設置されており、装置順
位５４が２位の第２の空気調和機４の処理割合５５が３０％、装置順位５４が３位の第３
の空気調和機９が５０％である場合について例示する。図１５に示すように、分配手段６
４は、下限負荷５３の３０％に第２の空気調和機４を割り振り、下限負荷５３の５０％に
第３の空気調和機９を割り振る。第２の空気調和機４の処理割合５５が３０％、第３の空
気調和機９の処理割合５５が５０％であるため、第１の空気調和機３の処理割合５５は２
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０％である。そして、分配手段６４は、下限負荷５３の２０％と変動負荷７２とに第１の
空気調和機３を割り振る。これにより、全体負荷７１が過不足なく処理され、空調対象空
間１０ａの空気の温度が設定温度に保たれる。
【００３９】
　このように、処理割合５５が与えられていない装置順位５４が１位の第１の空気調和機
３は、装置順位５４が２位以降の空気調和機２が処理しない残りの下限負荷５３と変動負
荷７２とを処理する。制御性が良い第１の空気調和機３は、自己の制御に従って、設定温
度を満足するように負荷を処理する。なお、本実施の形態１では、装置順位５４が１位の
空気調和機２の処理割合５５は記憶されなくともよい。これは、仮に、装置順位５４が１
位の空気調和機２の処理割合５５が１００％とされた場合、装置順位５４が２位以降の空
気調和機２の処理割合５５が０％となり、停止することによる。よって、装置順位５４が
２位以降の空気調和機２の処理割合５５のみが記憶されてもよい。なお、全体の割合は１
００％であるため、装置順位５４が２位以降の空気調和機２の処理割合５５を１００％か
ら減算することによって、装置順位５４が１位の空気調和機２の処理割合５５は求まる。
【００４０】
　（空調制御手段６５）
　空調制御手段６５は、分配手段６４によって分配された処理割合５５で下限負荷５３を
処理するように、装置順位５４が２位以降の空気調和機２を制御し、下限負荷５３のうち
残りの負荷及び下限負荷５３以上に発生する変動負荷７２を処理するように、装置順位５
４が１位の空気調和機２を制御するものである。
【００４１】
　（第１の空気調和機３の運転モード）
　次に、第１の空気調和機３の運転モードについて説明する。第１の空気調和機３は、運
転モードとして、冷房運転及び暖房運転を有している。冷房運転は、第１の圧縮機３１、
第１の流路切替部３２、第１の室外熱交換器３３、第１の膨張部３４、室内熱交換器３５
の順に冷媒が流れ、室内熱交換器３５において室内空気が冷媒と熱交換されて冷却される
ものである。暖房運転は、第１の圧縮機３１、第１の流路切替部３２、室内熱交換器３５
、第１の膨張部３４、第１の室外熱交換器３３の順に冷媒が流れ、室内熱交換器３５にお
いて室内空気が冷媒と熱交換されて加熱されるものである。なお、第１の空気調和機３は
、利用者が制御部６を介して設定した内容に基づいて、室内温度が設定温度に保たれるよ
うに運転する。
【００４２】
　（第１の空気調和機３の冷房運転）
　次に、第１の空気調和機３の各運転モードの動作について説明する。先ず、冷房運転に
ついて説明する。冷房運転において、第１の圧縮機３１に吸入された冷媒は、第１の圧縮
機３１によって圧縮されて高温高圧のガス状態で吐出する。第１の圧縮機３１から吐出さ
れた高温高圧のガス状態の冷媒は、第１の流路切替部３２を通過して、第１の室外熱交換
器３３に流入し、第１の室外熱交換器３３において、室外空気と熱交換されて凝縮液化す
る。凝縮された液状態の冷媒は、第１の膨張部３４に流入し、第１の膨張部３４において
膨張及び減圧されて気液二相状態となる。そして、気液二相状態の冷媒は、室内熱交換器
３５に流入し、室内熱交換器３５において、室内空気と熱交換されて蒸発ガス化する。こ
のとき、空調対象空間１０ａの室内空気が冷やされ、冷房が実施される。蒸発したガス状
態の冷媒は、第１の流路切替部３２を通過して、第１の圧縮機３１に吸入される。
【００４３】
　（第１の空気調和機３の暖房運転）
　次に、暖房運転について説明する。暖房運転において、第１の圧縮機３１に吸入された
冷媒は、第１の圧縮機３１によって圧縮されて高温高圧のガス状態で吐出する。第１の圧
縮機３１から吐出された高温高圧のガス状態の冷媒は、第１の流路切替部３２を通過して
、室内熱交換器３５に流入し、室内熱交換器３５において、室内空気と熱交換されて凝縮
液化する。このとき、空調対象空間１０ａの室内空気が暖められ、暖房が実施される。凝
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縮された液状態の冷媒は、第１の膨張部３４に流入し、第１の膨張部３４において膨張及
び減圧されて気液二相状態となる。そして、気液二相状態の冷媒は、第１の室外熱交換器
３３に流入し、第１の室外熱交換器３３において、室外空気と熱交換されて蒸発ガス化す
る。蒸発したガス状態の冷媒は、第１の流路切替部３２を通過して、第１の圧縮機３１に
吸入される。
【００４４】
　（第２の空気調和機４の運転モード）
　次に、第２の空気調和機４の運転モードについて説明する。第２の空気調和機４は、運
転モードとして、冷房運転及び暖房運転を有している。冷房運転は、第２の冷媒回路４０
において、第２の圧縮機４１、第２の流路切替部４２、第２の室外熱交換器４３、第２の
膨張部４４、水冷媒間熱交換器４５の順に冷媒が流れ、水回路４６において、ポンプ４７
、水冷媒間熱交換器４５、床下熱交換器４８の順に水が流れ、床下熱交換器４８において
室内空気が水と熱交換されて冷却されるものである。暖房運転は、第２の冷媒回路４０に
おいて、第２の圧縮機４１、第２の流路切替部４２、水冷媒間熱交換器４５、第２の膨張
部４４、第２の室外熱交換器４３の順に冷媒が流れ、水回路４６において、ポンプ４７、
水冷媒間熱交換器４５、床下熱交換器４８の順に水が流れ、床下熱交換器４８において室
内空気が水と熱交換されて加熱されるものである。なお、第２の空気調和機４は、利用者
が制御部６を介して設定した内容に基づいて、室内温度が設定温度に保たれるように運転
する。
【００４５】
　（第２の空気調和機４の冷房運転）
　次に、第２の空気調和機４の各運転モードの動作について説明する。先ず、冷房運転に
ついて説明する。冷房運転において、第２の冷媒回路４０では、第２の圧縮機４１に吸入
された冷媒は、第２の圧縮機４１によって圧縮されて高温高圧のガス状態で吐出する。第
２の圧縮機４１から吐出された高温高圧のガス状態の冷媒は、第２の流路切替部４２を通
過して、第２の室外熱交換器４３に流入し、第２の室外熱交換器４３において、室外空気
と熱交換されて凝縮液化する。凝縮された液状態の冷媒は、第２の膨張部４４に流入し、
第２の膨張部４４において膨張及び減圧されて気液二相状態となる。そして、気液二相状
態の冷媒は、水冷媒間熱交換器４５に流入し、水冷媒間熱交換器４５において、水と熱交
換されて蒸発ガス化する。このとき、水回路４６の水が冷やされる。蒸発したガス状態の
冷媒は、第１の流路切替部３２を通過して、第１の圧縮機３１に吸入される。
【００４６】
　水回路４６では、ポンプ４７から吐出された水は、水冷媒間熱交換器４５に流入し、水
冷媒間熱交換器４５において、冷媒と熱交換されて冷却される。冷却された水は、床下熱
交換器４８に流入し、床下熱交換器４８において、室内空気と熱交換されて加熱される。
このとき、空調対象空間１０ａの室内空気が冷やされ、冷房が実施される。加熱された水
は、ポンプ４７に吸入される。
【００４７】
　（第２の空気調和機４の暖房運転）
　次に、暖房運転について説明する。暖房運転において、第２の冷媒回路４０では、第２
の圧縮機４１に吸入された冷媒は、第２の圧縮機４１によって圧縮されて高温高圧のガス
状態で吐出する。第２の圧縮機４１から吐出された高温高圧のガス状態の冷媒は、第２の
流路切替部４２を通過して、水冷媒間熱交換器４５に流入し、水冷媒間熱交換器４５にお
いて、水と熱交換されて凝縮液化する。このとき、水回路４６の水が暖められる。凝縮さ
れた液状態の冷媒は、第２の膨張部４４に流入し、第２の膨張部４４において膨張及び減
圧されて気液二相状態となる。そして、気液二相状態の冷媒は、第２の室外熱交換器４３
に流入し、第２の室外熱交換器４３において、室外空気と熱交換されて蒸発ガス化する。
蒸発したガス状態の冷媒は、第２の流路切替部４２を通過して、第２の圧縮機４１に吸入
される。
【００４８】
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　水回路４６では、ポンプ４７から吐出された水は、水冷媒間熱交換器４５に流入し、水
冷媒間熱交換器４５において、冷媒と熱交換されて加熱される。加熱された水は、床下熱
交換器４８に流入し、床下熱交換器４８において、室内空気と熱交換されて冷却される。
このとき、空調対象空間１０ａの室内空気が暖められ、暖房が実施される。冷却された水
は、ポンプ４７に吸入される。
【００４９】
　（空気調和システム１の事前動作）
　図１６は、本発明の実施の形態１に係る空気調和システム１の動作を示すフローチャー
トである。次に、本発明の実施の形態１に係る空気調和システム１の動作について説明す
る。先ず、空気調和システム１の実制御が行われる前の事前動作について説明する。図１
６に示すように、空気調和システム１が運転を開始する（ステップＳＴ１）と、運用デー
タ５１が記憶部５に蓄積される。そして、カタログ５２が参照されて、各空気調和機２の
制御性が判断される（ステップＳＴ２）。次に、利用者は、入力部６２を用いて、利用者
の意向に沿った処理割合５５を入力する（ステップＳＴ３）。なお、本実施の形態１では
、装置順位５４が１位の空気調和機２の処理割合５５も入力される。
【００５０】
　図１７は、本発明の実施の形態１に係る空気調和システム１の動作を示すフローチャー
トである。ステップＳＴ３において、各空気調和機２の処理割合５５が入力される（ステ
ップＳＴ１１）と、各空気調和機２の処理割合５５の合計が１００％であるか否かが判断
される（ステップＳＴ１２）。各空気調和機２の処理割合５５の合計が１００％でない場
合（ステップＳＴ１２のＮｏ）、ステップＳＴ１１に戻る。一方、各空気調和機２の処理
割合５５の合計が１００％である場合（ステップＳＴ１２のＹｅｓ）、装置順位５４が１
位の空気調和機２の処理割合５５が１００％未満であるか否かが判断される（ステップＳ
Ｔ１３）。装置順位５４が１位の空気調和機２の処理割合５５が１００％である場合（ス
テップＳＴ１３のＮｏ）、ステップＳＴ１１に戻る。一方、装置順位５４が１位の空気調
和機２の処理割合５５が１００％未満の場合（ステップＳＴ１３のＹｅｓ）、事前動作が
終了する。なお、入力部６２による入力に際し、装置順位５４が必要であるため、入力部
６２による入力は、各空気調和機２の制御性の判断の後に行われる。
【００５１】
　（空気調和システム１の制御動作）
　図１８は、本発明の実施の形態１に係る空気調和システム１の動作を示すフローチャー
トである。次に、空気調和システム１の実制御について説明する。先ず、負荷予測手段６
３ａによって負荷が予測される（ステップＳＴ２１）。次に、誤差演算手段６３ｂによっ
て、下限負荷５３が抽出される（ステップＳＴ２２）。そして、分配手段６４によって、
下限負荷５３を処理する割合が記憶部５に記憶された処理割合５５で分配される（ステッ
プＳＴ２３）。これにより、各空気調和機２が処理する負荷が決定される（ステップＳＴ
２４）。その後、空調制御手段６５によって、各空気調和機２に制御内容が指令される（
ステップＳＴ２５）。ここで、制御時間が終了したか否かが判断される（ステップＳＴ２
６）。制御時間が残っている場合（ステップＳＴ２６のＮｏ）、ステップＳＴ２１に戻る
。制御時間が終了した場合（ステップＳＴ２６のＹｅｓ）、制御が終了する。
【００５２】
　本実施の形態１によれば、抽出手段６３によって抽出された下限負荷５３を処理する割
合が、記憶部５に記憶された処理割合５５で分配される。ここで、空調対象空間１０ａの
利用者は、所望の処理割合５５を、予め記憶部５に記憶することができる。従って、空調
対象空間１０ａの利用者の意向が反映された快適な空気調和システム１が実現される。
【００５３】
　従来、数理計画法に基づいて、目的関数を最小化又は最大化するような運転計画が作成
される空気調和システムが知られている。これでは、各空気調和機の運転は、目的関数の
定め方に依存するため、空調対象空間の利用者の意向が反映されない。例えば、直膨式空
気調和装置と床冷暖房装置とが設置された空調対象空間では、床冷暖房装置が主体となっ
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て運転する場合と、直膨式空気調和装置が主体となって運転する場合とがある。しかし、
空調対象空間の利用者が、所望する運転となるように目的関数を設定することは困難であ
る。また、運転の当日に発生した計画のずれを補正しつつ運転する場合、計画の補正は、
実制御にリアルタイムで追従することが望まれる。このため、計画を補正する周期が短い
ほど、制御部の計算負荷が増大する。
【００５４】
　これに対し、本実施の形態１では、下限負荷５３以上に発生する変動負荷７２が、装置
順位５４が１位の空気調和機２によって処理されるため、計画の補正が不要である。従っ
て、制御部６の計算負荷の増大が軽減される。これにより、空気調和システム１の長寿命
化が実現される。
【００５５】
　また、記憶部５に記憶された装置順位５４は、設定温度に達する時間が短い順に順位付
けされたものである。空気調和機２は、設定温度に達する時間が短いほど、制御性が良い
。このため、設定温度に達する時間は、制御性の良さの指標となる。更に、記憶部５に記
憶された装置順位５４は、各空気調和機２の特性を示すカタログ５２を参照して順位付け
されたものである。空気調和機２の特性を示すカタログ５２が参照されることによって、
装置順位５４の順位付けの精度が高い。更にまた、装置順位５４が２位以降の空気調和機
２がそれぞれ処理する負荷の処理割合５５を入力する入力部６２を更に備え、制御部６は
、入力部６２によって入力された処理割合５５を記憶部５に記憶する機能を有する。この
ように、空気調和システム１が入力部６２を備えることによって、利用者の意向を更に反
映することができる。
【００５６】
　そして、抽出手段６３は、空調対象空間１０ａに発生する負荷において、負荷に生じる
誤差の下限を算出して下限負荷５３を演算する誤差演算手段６３ｂを有する。これにより
、下限負荷５３を算出することができる。また、抽出手段６３は、各空気調和機２の運転
状況を示す運用データ５１と、制御期間に発生し得る空調状況とに基づいて、空調対象空
間１０ａに発生する負荷を予測する負荷予測手段６３ａを更に有する。これにより、制御
期間に発生し得る負荷を予測することができる。
【００５７】
実施の形態２．
　図１９は、本発明の実施の形態２における制御部１０６を示すブロック図である。本実
施の形態２は、空気調和システム１００において、制御部１０６が、判断手段６１の代わ
りに、学習手段１６１を有している点で、実施の形態１と相違する。本実施の形態２では
、実施の形態１と共通する部分は同一の符号を付して説明を省略し、実施の形態１との相
違点を中心に説明する。
【００５８】
　図１９に示すように、学習手段１６１は、運用データ５１を参照して、該当する空気調
和機２の制御性の良さを学習し、装置順位５４を作成するものである。学習手段１６１は
、例えば、入力部６２から入力された内容に対し、空調対象空間１０ａの室内温度がどの
ように変動するかを計算したモデルを、運用データ５１を参照して学習する。そして、学
習手段１６１は、計算したモデルを用いて各空気調和機２の制御性を学習する。具体的に
は、建物１０が熱回路網モデルとされ、各部位のパラメータが、運用データ５１から求め
た室温又は空気調和機２の供給熱量と整合するように決定される。このモデルが用いられ
ることによって、空気調和機２の供給熱量に対し、空調対象空間１０ａの室内温度がどの
ように変動するかが計算される。
【００５９】
　また、学習手段１６１は、入力部６２から入力された内容に対し、室内温度を出力する
ニューラルネットワークを学習してもよい。学習手段１６１は、計算したモデルが用いら
れる場合、設定温度が変更されてから再び設定温度に達し安定するまでの時間、又は、負
荷に変動を加えたときに室内温度が再び設定温度に達し安定するまでの時間が計測される
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ことによって、各空気調和機２の制御性を学習してもよい。このとき、装置順位５４は、
計測された時間が短い順に上位とされる。また、学習手段１６１は、例えば、空気調和シ
ステム１００の試運転が可能である場合、各空気調和機２が単体で運転し、室内温度が設
定温度に達して定常状態となった後、設定温度がステップ状に変化され、再び設定温度に
達するまでの時間が計測されることによって、各空気調和機２の制御性を学習してもよい
。このとき、装置順位５４は、計測された時間が短い順に上位とされる。
【００６０】
　本実施の形態２によれば、記憶部５に記憶された装置順位５４は、各空気調和機２の運
転状況を示す運用データ５１を参照して順位付けされたものである。これにより、カタロ
グ５２が不要となって構成が簡略化され、また、実制御時の制御部１０６の計算負荷が軽
減される。
【００６１】
実施の形態３．
　図２０は、本発明の実施の形態３における制御部２０６を示すブロック図である。本実
施の形態３は、空気調和システム２００において、抽出手段２６３が、負荷予測手段６３
ａの代わりに、負荷推定手段２６３ａを有している点で、実施の形態２と相違する。本実
施の形態３では、実施の形態１，２と共通する部分は同一の符号を付して説明を省略し、
実施の形態１，２との相違点を中心に説明する。
【００６２】
　図２０に示すように、負荷推定手段２６３ａは、各空気調和機２の現在の運転状況に基
づいて、空調対象空間１０ａに発生する負荷を推定する。即ち、本実施の形態３では、将
来の所定期間の負荷、例えば３０分間の負荷は、現在の負荷と同等の負荷であると推定さ
れる。そして、誤差演算手段６３ｂによって、負荷推定手段２６３ａにおいて推定された
負荷の下限負荷５３を演算する。この場合、誤差演算手段６３ｂは、現在の負荷が将来の
所定期間の間にどの程度変動するかを算出し、現在の負荷と誤差とから、下限負荷５３を
演算する。
【００６３】
　本実施の形態３によれば、抽出手段２６３は、各空気調和機２の現在の運転状況に基づ
いて、空調対象空間１０ａに発生する負荷を推定する負荷推定手段２６３ａを更に有する
。これにより、制御期間に発生し得る空調状況の情報が不要であるため、構成が簡略化さ
れ、また、実制御時の制御部２０６の計算負荷が軽減される。
【００６４】
実施の形態４．
　図２１は、本発明の実施の形態４における制御部３０６を示すブロック図である。本実
施の形態４は、空気調和システム３００において、制御部３０６が、下限値判定手段３６
６を有している点で、実施の形態２と相違する。本実施の形態４では、実施の形態１，２
，３と共通する部分は同一の符号を付して説明を省略し、実施の形態１，２，３との相違
点を中心に説明する。
【００６５】
　図２１に示すように、下限値判定手段３６６は、空気調和システム３００の設計情報に
基づいて、入力部６２によって入力された処理割合５５が割合下限閾値を下回る場合、入
力部６２への再入力を要求するものである。その際、下限値判定手段３６６は、割合下限
閾値以上の値を入力するよう促す。例えば、空気調和システム１において、負荷の値が厳
しく、該当する空気調和機２が負荷の３０％を負担しなければ能力不足に陥ることが予め
わかっている場合、割合下限閾値が３０％に設定される。これにより、該当する空気調和
機２の処理割合５５が３０％未満となることが防止される。これにより、能力不足による
不冷不暖を抑制することができる。
【００６６】
　本実施の形態４によれば、制御部３０６は、入力部６２によって入力された処理割合５
５が割合下限閾値を下回る場合、入力部６２への再入力を要求する機能を有する。これに
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より、能力不足による不冷不暖を抑制することができる。
【符号の説明】
【００６７】
　１　空気調和システム、２　空気調和機、３　第１の空気調和機、３ａ　第１の室外機
、３ｂ　室内機、４　第２の空気調和機、４ａ　第２の室外機、５　記憶部、６　制御部
、７　伝送線、８　インターネット、９　第３の空気調和機、１０　建物、１０ａ　空調
対象空間、１１　屋上、１２　天井、１３　壁、１４　床、１５　照明、１６　窓、３０
　第１の冷媒回路、３０ａ　第１の冷媒配管、３１　第１の圧縮機、３２　第１の流路切
替部、３３　第１の室外熱交換器、３４　第１の膨張部、３５　室内熱交換器、４０　第
２の冷媒回路、４０ａ　第２の冷媒配管、４１　第２の圧縮機、４２　第２の流路切替部
、４３　第２の室外熱交換器、４４　第２の膨張部、４５　水冷媒間熱交換器、４６　水
回路、４６ａ　水配管、４７　ポンプ、４８　床下熱交換器、５１　運用データ、５２　
カタログ、５３　下限負荷、５３ａ　エラーバー、５４　装置順位、５４ａ　名称、５５
　処理割合、６１　判断手段、６２　入力部、６３　抽出手段、６３ａ　負荷予測手段、
６３ｂ　誤差演算手段、６４　分配手段、６５　空調制御手段、７０　負荷、７０ａ　時
間帯、７１　全体負荷、７２　変動負荷、１００　空気調和システム、１０６　制御部、
１６１　学習手段、２００　空気調和システム、２０６　制御部、２６３　抽出手段、２
６３ａ　負荷推定手段、３００　空気調和システム、３０６　制御部、３６６　下限値判
定手段。

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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